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令和５年度古河市災害時避難行動要支援者 

個 別 避 難 計 画 作 成 業 務 委 託 契 約 書 

 

 

委託者古河市 (以下「甲」という。 )と受託者             

(以 下「乙」という。)は、令和５年度古河市災害時避難行動要支援者個

別避難計画作成業務 (以下「業務」という。)について、次の条項により

委託契約を締結する。  

 

（委託内容）  

第 １ 条  甲 は 、 本 契 約 書 に よ り 、 災 害 時 避 難 行 動 要 支 援 者 個 別 避 難 計 画

（ 以 下 「 個 別 避 難 計 画 」 と い う 。 ） の 作 成 に 関 す る 業 務 を 委 託 し 、 乙

はこれを受託する。  

２  乙 は こ の 契 約 書 に 定 め る も の の ほ か 、 甲 が 別 に 定 め る 「 令 和 ５ 年 度

古河市災害時避難行動要支援者個別避難 計画作成業務仕様書」に従い、

これを履行しなければならない。  

 

（契約期限）  

第 ２ 条  本 契 約 の 期 限 は 、 契 約 締 結 日 の 翌 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま

でとする。  

 

（委託料）  

第 ３ 条  委 託 料 は 、 以 下 の 表 の と お り と す る （ す べ て 、 消 費 税 及 び 地 方

消費税を含む）。  

 

業務の内容  委託料  

新規の個別避難計画を作成したとき（１件

につき）  
４，２００円  

更新の個別避難計画を作成したとき（１件

につき）  
２，１００円  

個別避難計画の作成に至らず避難情報のみ

提供したとき（１件につき）  
     ７ ００円  

個別避難計画の策定にあたり近隣住民（親

族を除く）又は福祉サービス事業者等の地

域支援者と対象者が災害時に避難するとき

の支援の方法について連絡調整を実施した

とき（１件につき）  

１，４００円  

 を加算する。  

個別避難計画を作成した後、対象者、親族、

地域支援者 等の参加による避難訓練を実施

したとき（１件につき）  

１，４００円  

 を加算する。  

 

（契約保証金）  

第４条  契約保証金は、免除する。  

 

収 入 

印 紙 
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（権利義務譲渡等の制限）  

第 ５ 条  乙 は 、 本 契 約 に よ り 生 ず る 一 切 の 権 利 義 務 を 第 三 者 に 譲 渡 し 、

若しくは継承させ又はその権利を担保に供してはならない。  

 

（再委託の禁止）  

第６条  乙は、業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。  

 

（報告の徴取等）  

第 ７ 条  甲 は 、 乙 に 対 し 、 業 務 の 実 施 状 況 そ の 他 必 要 な 事 項 に つ い て 報

告 若 し く は 資 料 の 提 出 を 求 め 、 又 は 必 要 な 指 示 を す る こ と が で き る も

のとする。  

２  乙は、甲から 、前項の 報告若しくは資料の提出 を求められたときは、

速やかに報告 若しくは資料を提出する 、又は甲の指示に応じるも のと  

 する。  

 

（ 完了届）  

第 ８ 条  乙 は 、 業 務 の 完 了 後 、 速 や か に 作 成 し た 「 個 別 避 難 計 画 （ そ の

他関連書類を含む）」 及び完了届を甲に提出するものとする。  

 

（審査）  

第 ９ 条  甲 は 、 乙 か ら 「 個 別 避 難 計 画 」 を 作 成 し た 対 象 者 名 、 件 数 等 を

記 載 し た 完 了 届 及 び 作 成 さ れ た 「 個 別 避 難 計 画 」 の 原 本 を 受 理 し た と

き は 、 10日 以 内 に そ の 内 容 を 審 査 し 、 そ の 結 果 を 乙 に 通 知 す る も の と

する。  

２  甲 は 、 審 査 の 結 果 、 提 出 さ れ た 完 了 届 及 び 「 個 別 避 難 計 画 」 の 原 本

の 内 容 に 、 補 正 す べ き 事 項 が あ っ た と き は 、 乙 に そ の 旨 を 通 知 し 、 期

日 を 定 め て 、 乙 に 再 提 出 を さ せ る こ と が で き る 。 な お 、 再 提 出 に 要 す

る費用は乙の負担とする。  

 

（委託料の請求）  

第 10条  乙 は 、 甲 か ら 、 審 査 の 結 果 合 格 し た 旨 の 通 知 を 受 け た 後 で な け

れば、委託料を請求することが できない 。  

２  乙 は 、 完 了 届 に 記 載 さ れ た 「 個 別 避 難 計 画 」 の 作 成 数 に 第 ３ 条 に 定

める委託料を乗じた額を請求することができる。  

 

（委託料の支払）  

第 11条  甲 は 、 乙 か ら 、 委 託 料 の 請 求 が あ っ た と き は 、 当 該 請 求 内 容 を

確認のうえ、請求を受けた日から 30日以内に支払うものとする。  

 

（事故発生時 の措置）  

第 12条  乙 は 、 業 務 の 実 施 に 関 し て 事 故 が 発 生 し た と き は 、 必 要 な 措 置

を 講 ず る と と も に 、 甲 に そ の 状 況 を 直 ち に 報 告 し 、 そ の 指 示 を 受 け る

ものとする。  
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（個人情報の保護）  

第 13条  乙 は 、 業 務 を 実 施 す る に あ た り 、 「 個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 （ 別

記）」を遵守しなければならない。  

 

（損害賠償責任）  

第 14条  乙 は 、 業 務 の 実 施 （ 個 人 情 報 の 漏 洩 等 を 含 む 。 ） に 関 し て 、 乙

の 責 め に 帰 す べ き 事 由 に よ り 、 甲 又 は 第 三 者 に 損 害 を 与 え た と き は 、

そ の 損 害 を 賠 償 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 そ の 損 害 の う ち 甲 の 責

め に 帰 す べ き 事 由 に よ り 生 じ た も の に つ い て は 、 甲 が 負 担 す る も の と

し、その額は、甲乙協議のうえ定める。  

 

（契約の解除等）  

第 15条  甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約の全部又

は一部を解除することができる。  

（ 1）乙が、この契約に定める業務を履行しないとき。  

（ 2）業務の実施につき、乙に不正の行為があったとき。  

（ 3）乙が、古河市災害時避難行動要支援者個別避難 計画の作成に関する

要 綱 （ 平 成 31年 告 示 第 55号 ） 第 ５ 条 の 各 号 に 該 当 す る 者 で な く な っ

たとき。  

２  甲 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 契 約 の 解 除 に よ っ て 生 じ た 乙 の 損 害 に つ い

ては、その責めを負わないものとする。  

３  乙 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 契 約 が 解 除 さ れ た 場 合 に は 、 当 該 契 約 が 解

除 さ れ た 日 ま で に 行 っ た 業 務 に か か る 一 切 の 書 類 を 、 甲 に 提 出 し な け

ればならない 。  

 

（協議）  

第 16条  こ の 契 約 書 に 定 め の な い 事 項 又 は 疑 義 が 生 じ た 事 項 に つ い て は 、

必要に応じて、甲乙協議して定めるものとする。  

   

 

こ の 契 約 の 成 立 を 証 す る た め 、 本 書 ２ 通 を 作 成 し 、 当 事 者 記 名 押 印 の

うえ、各自 １通を所有する。  

 

令和５年  月  日 

 

           委託者（甲） 住 所    茨城県古河市下大野２２４８番地 

                       

氏 名    古河市長   針 谷  力     ㊞ 

 

           受託者（乙） 住 所         

 

                   名 称 

                

                 代表者氏名                  ㊞ 


